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木曾湯舟沢村の人口統計

. 1675〜 1796年 -

鬼 頭 宏

は し が き

本稿では，1?世紀末期から約120年間にわたる.宗門 

改II長の分析にょって,信濃国筑摩郡湯舟釈村の人口变 

動について報告する。 、

宗門改帳は，徳川時代の人口研究にとって，欠くこ 

とのできない主宴な史料として，従来からしぱしぱ利 

用されてきた。連年 (?)宗門改帳は，一地域の人口静態 

を明らかにしてくれるだけでなく，長期にわたる人口 

励態調S を可能にしてくれるので好個の人口史料だが， 

近年，これに新しい操作技術を加えることによって，

さらに豊富な事実発見が行なわれるようになった。フ 

ランスで開発されて，現在はヨーロッ/《各地で広く利 

されている family reconstitution (家族復元）法がそ 

れである。family.reconstitution法は，教区簿冊(parish " 

register)を史料として家族（夫婦親子関係) を再構成し, 

失婦の人口学的行動をおもに追跡する研究方法であ 

しかるに， あえて fa m ilyを再構成するまでもない宗 

門改帳による人口史研究にそのような操作が導入，きれ 

たのは，L、くつかのメリットが考えられたからである。 

すなわち，それが導入されるならば，従来あまりじゅ 

うぶんには行なわれてこなかった，個人行動の追跡調 

をや夫婦の人口学的観察が容易になり* また，いくつ 

かのIII要な人口学的指標を得ることが可能になろので 

ある。

本稿においては， 連年の宗門改帳の分析に family 

reconstitution法を適用して，愈舟沢村の人ロ増加のメ 

力ニズムを観察した結果を報告し前工業化社会の人 

口にかんする情報を，より豊富にお横するための一助 

としたい。

史料 ：さて，ここで制用した史料は，延宝 3 年 (1675) 

から寬政8年ひ796) に 、たるI 22年間の宗門改帳84冊と， 

増人! ! ぉよび欠人帳であぎ。全期間にわたる宗門改帳 

の残存率は69% で，もる。r?世紀の26年間には，僅か 

6 年度分を有するのみだが，18世紀に関しては初頭の 

空白期間を除くと，比較的残存率はよく 81%であく̂ ’。 . 

宗門改帳が残ゥていない年度については，一部は増人 

暢および欠人帳から，総人ロや増減理由を知ることが 

できた。湯舟沢村の宗門改暢は, 2月の作成日付をもっ 

ている。本稿では，宗門改帳に掲載される人々をこの 

村の現住人ロと考え，各年度の人口として代表させた。

湯舟沢村：分析にはいる前に，18世紀頃の湯舟沢村 

の状況について触れておこう。現在，岐阜県中津川市 

に含まれる湯舟沢村は，尾州藩領の木曾32鎭村中， も 

っとも南部に位置する山間の村であった。 宝暦年中 

(1757年頃）に箸わされた『吉蘇志略』に よ れ mm  
36町 余 を 有 し r j f鶴」，「紙J . r良材」. rだ结J • 「厳.独 

活J を主要な物産とする山村だった。紙趣きは全戸の 

うち，20余戸で行なわれており，製品は周辺諸村へ贩 

売されたようである。山林は，森林資源の確保と狩滅

法（1 ) family reconstitution |法の紹介と宗門改帳への適用例として， 速 水 敏 .安 元 德 r人口史研究におけるFamily Re- 
constitutionj •■社会経済史学j 第34巻第 2号，1968年がある。

< 2 ) 例えぱコーホート観察が容易になるはか，年齡附級別け處率 . 出M 觸など主要な指標が求められる。速 水 融 『近世 

廣村<9歴史人口学的飢究』1973年この第2部を参照。

( 3 ) 岐 本 県 中 制 1市岛ト膽所蔵。 当後就域帳を利 ;f lした研究として , 土非裕夫.小坂清治両氏による共同調査がある 

(朱刊行，一部が岐摩県 f岐肩.県史, 通史編 *近 世 I j 1068年に紹介されている)。

( 4 ) 17世紀中の残存‘年度は1675, 76, 8 3 ,  88, 9も 99年，1796年までの欠制ま，1703〜09,18, 2 1 , 2 7 - 2 9 ,  31 ,79. 91, 
93~95年である。 ■

< 5 ) 松 乎 秀 雲 『吉蘇志略J 175?年: （架猎英治編《■訳 文 ，1??蘇志略J 1934年〉，
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用の廣の保護のために，すべての山が領主によって齒 

山および巢山に指定されていたという。農業生産の変，, 

化を直接示してくれる指標を持たないが，『吉蘇志略J 

に，「支村， 霧山新田， 近時開懇して田圃と為す，地 

は頗る豊饒なり，村民は居を卜すJ とあり，18世紀中. 

期以前に#地の拡大があったことをうかがうことがで 

きる。

• 1 . 戸口数の変化

人口 ：人口 • 世帯数などの推移を第1 因に示した。 

総人口は，1675年に386人，1796年に573人と，観察期間 

4 »に約L  5 倍に増加した6 本稿の対象になっていない 

19世紀へも人口増加はひき続いたようで. 1871年には 

マ29人 （1675年の約1.9倍）になっている。 18世紀の人 

ロ増加は，増加の速度からいくつかの時期に分け'られ 

る。概して，1740年を境に，それ以前の増加は比較的 

緩慢であり，それ以後は，1783年まで急速に増加した。 

しかし1783年の 642人も頂点に，18世紀末の天明年間 

には大きな減少を経験した。1792年には55!人になっ 

たが, この9 年間の減少率は14% に及んだ

使宣的に6 期に分割して測った各時点間の人口増加

卒 （年率）は次の速りである。

1675"^1701年 0. 31%

1701〜1731年 0 .41%

1731-1741年 - -0 .46%

1741~ 1783年 0.85%

(1741~ 1761年 1.02%)

(1761-1783 年 0. 69%)

1783 ~  1792年 --1.80%

1792~ 1796年 0,98%

上記の期間の 'うち, 2 つの減少期が認められるが， 

1730年代には1732年 (享保17年〉の凶作年を含み, 18世 

ネ己末には1783年 （天明3年）力、'ら始まる凶作年を含ん 

でいる。いずれも全国的な大W作の時期にあたり，木 

曾では特に矢明7 年の飢鍾は甚しかったと言われてい 

% 。 しかし因1?1よってわかるように，これらの減少は 

速やかに回復さ^,長期的な人口停滞をもたらすこと 

t々 なかった。

人口の増減理由：增人帳および欠人帳から作成した

ゴP度別の人口増減理由は，本稿末の附表に表わしてあ 

る，1711年から1790年までを大きく 3 期に分けて，変 

動理由別にまぶめ i t したのが第1 表で喪?る。 SO架間 

( うち 7 年分を除く）の增加理由でもっとも大きい比率を 

占める項目は，「出生」である。社会増（流入）の中で 

は，男子では「引越」および「その他（享公など) J 力； 

比較的多いが，女子では「結婚J が最も高い比重を占 

めている。減少理由では •■死亡J が第1 の旗因である 

が， 社会減（流出）の中では， 男子についてはやはり 

「引越」，そして •■その他(行衛不明，追放などが多い) J で

る。女子については流入同様r結婚J による減少が 

多かった。

変動理由を，出生 • 死亡，流入，流出に分類した，

10年期ごとの平均変動率を第2 m に示した。第 1 表に 

示したように，この村の人口増加は，出生と死亡の差 

である自然増加に多くを負っていることがわかる。社 

会増ははぽ全期にわたゥてマイナス，つまり流出傾向 

にあった。

世 帯 ：宗門改帳に家としてとらえられてレる世帯の 

数は，1700年以後増加した力；, 1720年代と30年代には 

停滞的だった。1740年以後は，人口'と同じようにI? 83 

年まで墙加を続けた。特に1761年以降の増加は目ざま 

しく ,1 7 8 3年までに66世厳から98世帯へと，約 1 .5 倍 

に達した。第 2 まからわかるように，世帯数の増加は, 

主として分家によるものだった。 観察期間（1675年~  

1796年）に，103世帯が新たに増え，50世帯が減った。 

このうち分家による世帯の増加は，83件 （81 % )だった,

性 比 ：女子人口100に対する男子人口の比率で表わ 

した性比は, 全期間をつうじてはぽ100から 120 のあ 

いだにあった。18世紀前半の性比は概して高かったが, 

人口増加が加速した1740年代に低下しはじめ, 18世紀 

後半には100〜110の水準f cなった。とれは1741年から 

83年までに，男子人ロは1 .35倍に増加したのに対し 

女子人ロの増加ギ1.51倍と大きかったからである。出 

生性比は，出生数力*、少ないので年々の変動は大きいが, 

長期的には☆定していた（m i〜50浮はK>7.2, 1751〜96 

年は105.4) 。 したがって性比の低下は，主に婚姻によ 

る女子人口の流入によって，説明セきるだろう。

年齢構成：6 歳ごとの年齢階級別構成を第3 因に示 

した》 4 期 間 （! 675〜1700年を除き10¥ごとに算出）をと

注（6 ) 族長 18 (1613〉年に決められた漠舟沢村<9年貢米納高は3 0 石であるが，木曾の村々には石高がつけられていなかゥ 

た （德川義親**木曾の村方の研究J 1958年)，••吉蘇志略J によれぱ，宝感間の耕地面積（田数）は36町 5 皮 Q献10；?̂  

(内水田18IV 0反 3 献20ホ〜陸田12町 2 反 7 献 *7傘）であろ。

( 7 ) 長好原西'筑摩都役所*"西筑都誌 i 1915年所-載木曾イ史による ◊
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り出して，男女各人ロに対する亩分率でまわしてある。 

rm -紀末の人口ピラミッドは，低年齢部分力y c きく高 

年齢部分が比較的小さい，据野が広い扇型である。こ 

のような型をつくるのは，成 年 （とくに中^10人口の死 

亡率または村外への流出率が高い場合，および出生率 

が高い場合だろう。1675年以前には史料がないので推 

測するほかはな1/、が，この村の人ロ趨勢や出生率の水 

準などから，17世紀中期ころから出生力贈加した結果 

だろうと思われる。18世紀各期の特徴は，低年齢階級 

の部分の広がりが比較的目立たなくなったこと，およ 

び18世紀初頭に現われた年®̂ 描造の否みが，ほぼ1世 

代ごとに繰り返し出現したことである。

第 4 図によって年齢の3 大 区 分 （15歳以下，16〜60歳， 

61歳以上）の構成比の変化をみてみよう。おのおのの区 

分の長期的な趨勢は，男女のあいだで大きな違、はな 

い。生産年黯人口（16〜60歳）比率は，18世紀ネ7J頭に高 

かったが， ir?0年代まで低下傾向にあった。そして18 

世紀末の人口危機の時期には，ぽび高くなった。15歳 

以下の構成比率は，生産年齢人口比率と，まったく対 

照的な動きを示している。生産年齢人口比率は，相対 

的に15歳以下人口比率の推移に影響を受けていると考 

えられる。すなわち，18世紀中期から末期のはじめの 

出生率の上昇が15歳以下人口比率を高めたのである。、 

61歳以上の老年人口比率は，18世紀末を除いて一貫し 

て上昇していた。

2. 世帯の媒模と構造

前節で, 総人口の変イヒと世帯数の変イ匕をみたが，人 

ロ増加が著しいこともさることながら，生計の単位で 

ある世带数が2倍以上に増加したことは注目に値する。 

人ロと世帯数の関係を，平均世帯規模によってみてみ 

よう。

平均世帯規模：17世紀末の平均世帯規模は10人を超 

免る. 大きいものだった。し か し 18世紀になると， 

世帯の増加によって平均世帯親模は， 8 人台へ引き下 

げられ，1?10年代から60年'きでこの水準で安定してい 

た。18世紀後半（eo年以時）に，人口増加を上まわる世 

帯參の增加によって，平均世帯媒摸はさらに抵下した 

(この時期の世帯数の増加は，おもに分まによるものだった）。 

18世紀末に達成された6 人前後の平均世帯規模の水準 

は，19世紀後期（明治初頭）まで持続したと思われる。 

1871年の平均世帯規模は，5. 98だった。

平均世帯規模の縮小とともに.世帯の規模別分亦の 

変化がもたらされた。第 5 図に示したのは， 4 つの年 

代 （期間）の世帯の規模別分布である。 17世紀末の平 

均世帯規模は9. 62だが，その分布は8 人世错を最頻値 

として大きく据を広げている。世帯の分布は時代の経 

過とともに変化した。すなわち，山 （モード）は小規模 

世帯べと移り，分布は特定舉摸への集中をみせるよう 

になった。 1 世紀後の18世紀未（1781〜90iTりには，平 

均世帯規換は6. 24. 4〜6 人世帯の構成比率が46. 3% 

にものぽっている。この間の変化は，第 3 表 の 平 世  

帯規模の分布に関する数値が統針学的に明らかにして 

くれる。

世帯の構造：18世紀をつうじて観察された平均世帯 

規模の縮小と世帯の規模別分布の変イ匕は，世帯の構造 

に変化があったこと，そしてこの背後には，村民の生 

活組織や生活様式に大きな変動が生じたナi ろうことを 

推測さをる。湯 舟 村 は ，中仙道の馬籠?^に隣接し‘(： 

いたが，その山村的性格から，17世紀末期に経済社会 

化の波はじゅうぶんに浸透していたとは思われな(J、〉。 

17世紀末の宗門改帳には，労働力として課厲家族(卞 

人）を抱え， 傍系親族を含んだ大家族が支配的である 

姿がとらえられている。 しかしそれは18世紀後半には, 

近世的な小家族形態にとってかわられた。

注 （8 ) —般に商品流通経济化は，農村の労働力構成の変化をつうじて，小摸世帯化を促すことが知られている。長期問に 

わたる広範 [01の世帯说模の分析からこの点について研究したものと .して，信濃国識訪郡の事例则究がある（速 水 融 『近 

世農村の歴史人口学的研究J 1973年，第 1部策 3章〉。

( 9 ) 宗門改帳で下人（譜代）とされている者は，別の史料で「門屋J と称される家族であろう。門屋は「代々主家から0J 
畑を借りて耕作しその年貫を主家を通じて納め，一家をあげて無条件で労力を主家べ提供する義務を食J うものとさ 

れ る （峻廣県，前搞書，1968年，P.1277)。幕 ホ （1860ギ〉に至っても，庄屋2軒 は 「別家」 r譜代j r|»鹿 」を 19家族 

所有しているとされ，は力、に百姓（本百姓）101家族，無 足 （水吞）19家族がこの村を挑成していた（•■万延元年九月ニ 

日より尾州御巡晃様す曾各中御廻村之節日記J 岐jfL県，前 揭 黨 1968年，P.1284〉。「別家 . 譜代 ‘ 門屋J の存在は, 19 
世紀後半にもなお，巾世的な労働力に依抛する経営が存続していたような印象を与えるが，力、れらの居住形態はよくゎ 

からないC 史料の性格による.ものだろ'う力S 1861年の宗門改帳ではこのような区別はされていない。123世帯713人は， 

それぞれ独なした家（世带）として記錄されている。このように宗門改帳では各ま（世带）の関係と各世带の独立性を 

明らかにすることはできすへ、かも知れな、、が，以下では宗門改帳でとちえられる家を，力>なり独な性の侧、世イ{?と考え 

で分析を行なうことになる. .
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第 4 まよって，世帯構造の変化をみてみよう。まず 

下人を有する世帯の比率は，17世紀末には30% を超え 

ていて，諫属家族を利用する経営が多かったことを示 

している。この比率は，下人家族の分家独立と，有下 

人世帯が固定されていたことによって，18世紀になる 

と速やかに低下しつづけ, - とるに足りない程度になつ 

た。

こうして有下人世帯がはとんどなくなったのに対し 

て，血縁家族の構造はどうだったろうか。第 4|1^の11 

欄によって，直系家族成貫のみから成る世^|?と傍系親 

族を含む世帯に分けると，おのおのの構成比率は1760

以降に逆転して，直系親族のみからなる世帯が優越 

してくる。 同表のID欄の分類は， L as le ttにしたがっ 

て世禅=を分類したものだが，との構成比率の示す姿は 

日本の世帯の特徴をよくまわしている。 simple family 

householdは夫婦（又はその、ずれか）と独身の子どもと 

からなる， .いわゆる核家族である。 extended family 

household (拡大家族）は，単*-^の夫婦親子関係(cfrnjugal 

family unit: simple family household を構成する）に，そ 

の他の血縁者（父または母，きょうだい，おじ. おば, 等） 

がカロわった世帯，multiple family householdは，複数め 

夫婦親子関係を含む複合世帯である。おのおのの形態 

の構成比率をみると（第4ま，第6図)， 拡大家族（ex

tended family household)は全期間にわたって，おおむ 

ね 10〜20%だった。複合家族（mumple. family iiouse- 

h o ld )と核家族（simple family household)は，正反対の 

対照的な插移を見せている。複合家族の比率は，18世 

紀中期まで60%かそれ以上と高かったが，これゆわが 

国近世社会では，結婚が必ずしも新しい#帯の創出を 

意味せず, 2世代あるいはそれ以上にわたる夫婦力t、，1 

世帯に含まれることがふつうだったからである。しか 

し1770年をすぎた頃, 複合家族の成比率は 50% を 

割り，反対に核家族世帯が相対的に構成比第を高める 

ことになった。ほぽ同時代に起ぎた平均世帯規模の縮 

小は，分家による世帯構造の変動をともにしたのでと

る。

世代数：1世帯に含まれる世代数の変化を1 世代世

帯 . 2 世代世帯，3 世代以上の世帯についてみると

(第7図) , 1世代世帯の比本は18世紀後平に増加した

が，10%未満でしかなかった。長期的には， 2 世代と

3 世代以上の世帯の勢力力湘半ぱしていた。このれで

世代数が世帯構造の变化を示すのは，やはり1770年以

陆で，この時達成された2世代世帯が50% 以上を占み

るようになった水準は，相統者以外の子ども力*、 待系

親族としてとどまることなく，新しい世帯を創出する.

ようになるという世帯のあり方が多くなったことを示 
(11)

すものだろう。

夫婦組数：上に見た世帯構造の変動は，世播あたり 

の平均夫婦組数にも現われている。平均夫婦組数は，

18世紀中頃までは1.5〜1.7組だったが，1760年以降，

1 組に近い水準まで縮小した。夫婦 1組からなる単婚 

家族は, この時， 6 割近い水準に上昇した（第5表)。

3. 出生と死亡
■ . - '

この村の18世紀の箸しい人口増加は，もっぱら出生 

と死亡の差である自然増加の寄与するところが多いこ 

とを，すでに見た。そこで，宗門改11# による人口統計 

では，乳児死亡が完全に把握できないという制約は智 

をのだが,、出生率と死亡率の変イ匕を追うことにしよう。

出生：各ギの出生数を宗門改帳上の人口で除して求 

めた普，通出生率は，母集団の規摸が小さいために，

度によるま動が太き、、（最高は1マ64体の47.0% , 最teぱ 

1786 の12.6%o) „ 1 0 年期ごとの平均値によって普通！B 

生率の趨勢を'みると（策2図)，1S世紀初頭を比較的高 

かったが，1820, 30年代には谷をつくり，その後は60 

年代まで高い水準にあ》った。1870, 80年代にかけて， 

再び下降した。出生率^^推移は，乎常期には死亡率の 

推移とはぽ同方向に颜ル、ているが，1730^代や1780年 

代の12̂作期には逆方向に動くことがわかる。これは,

ホQ0) Laelett, Peter, "Introduction: the history of the family", L^ lett & Wall (eds.) Household and faintly in  past 
tine, 1972 の Table 1-1, Structure of households: categories and classes による.

( 1 1 )観察期間に2世代世帯が50%を超えた時期は,はかに1700年代の初頭でもる。この時にも平均ILI:带組模の縮小にと 

もなって，それが高まったのだが，分家による一時的な現象にとどまり,新しいタイプの世帯が生まれたのではないと 

考えられる。なお世代数は世帯構造の脚 1H匕（親子夫が同居しなくなる）ことによって減少し平均余☆の延長によ 
ゥズ谓加するだろう。Wrigley, E.A., Population and History, 1969, pp. 131—135 (速水敵が *■人口と歴史j  1971年， 

pp.145〜149)を参照。 ■
( 1 2 )宗n 改帳には定められた年に1回の調を時における人口が記録されるため，前調查と今調查間に発生し完結した現 

も, ナことえぱ乳児死亡や短期lUjの移動はとらえられていない* したがゥて，以下で観察された出生率. 死亡本は，実際 

よりもかなり過少な値を示していることになる‘

^ ~ - 65 (,3 0 5 ) ' J
B H H S



木曾擬舟沢村の人口統tr

あるから，追跡調在によって，さらに詳しく確めてお 

こう。母親の出生ギ代にレねがって，1720ギこを境にコ 

一ホート観察をねなった結果，前期ひ720ギは前に出生 

した母親の子ども）の 2 〜 5歳の死亡率は，出生数1000 

に対して134だったが， 後 期 （r?2Up以陈について）に 

は 99へと 26%低下したことが明らかになった。つぎ 

に，10{fs期ごとの出生コ一ホートについて同年齢階級 

の死亡率を求めて，第 6 ま-に揭げた。これによると，

湯舟沢村の幼)a 死亡率の着実な低下が，いっそう明瞭 

である。回帰線（最小二乗法による）は16世紀末の200Oふ 

に近い水準から, 17世紀ホの100%>以下へ鎮斜してい 

る。年代別にみると，18世紀初頭と1740年代に死亡率 

が高いが，おそらく窟瘡，麻族 .流行性感冒などの流 

行病によってもたらされたものだろう。このように湯 

舟沢村モは18世紀中に幼兄（そしておそらく乳児にっ'^、て 

も）の死亡率の改善があった。 その原因としては，医 

療技術の進歩は考えにくいので，おそらくは経済状態 

や生活環境などの改容を考えるほかないだろう。そし 

て，これらの諸改善の影i は，乳兄や幼兄に対しても 

っとも著しい効果をもたらしたが，当然，他の年齢階 

級ぺも好ましい影響を及ぼしたと考えてよい。

平均余命は，一社会の死t 秩序をま現するものとし 

て，もっとも広く用いられる指標である。さきに:示し 

た年辭階級別死亡から計算された，死亡コーホートに 

よる平均余命を第7 まに掲げてある。最大平均余命は, 

前 期 03子46.0年，女子42.8年）から後期 (<1S.2年，44.8 

ィP-)へ，男女ともに5 % ちかく延長した。これは全体 

的に各歳時の余命が伸びたこともあるが，とくに幼兄 

の余命が，死亡率の改善によって大きく伸びたことに 

負っている。2歳時の平均余命は，男子で37.1 年から 

43. 2年へ16. 4 % ,女子で37- 6ゴrが、ら42. 0 年へ 11.4%  

延長した。

4. 結 婚

結婚年：- 4 b 会の出生率に影響を与えるのは，ギ齢 

構造や性比などの造的耍囚を除くと，結婚率や有配 

偶率などでまわされる婚姻構造と，夫婦の人口学的行

動にかかわるIH産力が主要なものだろう。ことでは， 

婚姻構造によって規制される侧而を’とりあげて,検时 

を加えたい。

結婚本（あ，i婚仲数/ 人口）は, 第 8 図で見たように，

18世紀前半に上昇したが. 1770, 80̂ 1ん代に深い谷をつ 

くって，18111-紀末には び 0 復するという推移を71̂ し 

た。結婚本の動向に関速して，結婚の発生する填，す 

なわちこの村の男女がどこで配偶者を得て結婚が成立 

したか，という点にも触れておこう。村内で結婚した 

者の比率（村ほで，村めで配あをおつけた者と紹婚のため 

に他出した者を合せた数で，W内で站婚した者を除す6 第8 

ま7欄）は，17世紀末の50%台から18世 期 の 85% 

程度まで上昇したのち，18世紀末には若干低下した。

18世紀前半に，村内で結婚を規制していナこ要因が後和 

されたこと，そして18111：紀末にはその逆だったことを 

意味するのだろう。このことは，村内者同士の結婚件 

数の比率（第8表6ffホにも現われている。その動きは 

結率の動向に逆行するが , 1730年以陈の比率の低下 

は，結婚率の上昇を村外から配偶者を求めるケースが 

裏づけていたことを示しているのでちる。

有配偶率：人ロ P5生産にかんして，有配偶率および 

未婚残存率の水準が果たす役割は大きい。 f c る社会に 

おいて結婚している者が多ければ，出生率は必然的に 

高くなると考えられるからである。再生産年齢の女子 

ひ6〜50歳）と，另子21-^55歳の有配偶率は, 第10図に 

示されているように，長期的に上昇を続けた。同図に 

は山産に大きな影響を与えると思われる年。齡階級を'^> 

くつか選んで，その有配偶率も示してある。どの階級 

をとっても上昇値向が著しいが，1?20年代と1780年代 

には比較的; t きく低下した。有配偶率の2 つの低下期 

に，出生率も低落している。ただし，1720年代の有配 

偶率の低下は男女に共通している力V 男子において大 

きかった。反対に後者においては男子は軽微だったが, 

女子のそれは著しく，とくに26〜3 0 ,力〜25歳で低下 

’ が大き力、った。両期のこのような相違は,■山生率の低 

下の族合に興なった！̂響を与えることになった。18世 

紀末の出生率の低下は, -有配偶率の低下と， i り直接' 

的に結びついていたようである。 ’ ’

法( 1 6 )富士川游fR 本疾病史J 1912キこ（富i 川游 *■日本疾病史J1 9 6 9 if)による。 ，

(17) 9)子の坪船を21〜55成にしたのは，夫婦のキ差を考慮したためである。W婚を舍むすべての夫婦の，結婚年代別

結婚ギ代
1675
以前

1675 
〜 1700

1701 
〜 10

1711
-20

1721
〜 30

1731 
〜 40

1741,
〜 50

1751 
〜 60

1761 
〜 70

1771
〜 80

1781 
〜 90

1791 
〜 96 合評

乎均開差 7.85 6.66 6.62 5.54 7.07 8, 36 9.05 7.44 8. 58 8.62 5.30 6,17 7.41
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平常期においては，出生が多ければ乳见死亡数も多く 

なり，その結果死亡率が高くなるからで，凶作期には 

死亡率の高‘いことが出生を減少させるからであろう。 

人ロ危機の旧復期（m o制たとnoo律代）の出生率と死 

亡率の逆方向への変動も，同じ理由で説明できよう。 

死亡率は平常の水準に低下するのに对し出生は，そ 

れを押さえる役割をして、、た条件が消えることにより， 

また補償的な行動によって，増加すると考えられるか 

らである。

普通出生率は，もっとも総合的な指標であるが，さ 

らに詳しく出生力を検討するために， I 、くつかの特殊 

出生率を算出した。第 8 図に表わされているのは, 1) 

一般出生率（general fe r t ility ;16〜50歳の生産年騰女子 

人口!こついての特殊出生率，全期問の平均：105%,), 2) 婚

内出生率（marital fertility： 16~S0歳の既婚女子について 

算出，同：171%0)に， 3 ) 普通出生率と，4) 結婚率を 

加えて指数化したものである。 、ずれの指標をとって 

も，18111：紀期から中期にかけての上昇と，18世紀末 

期の低落を指摘できる。一般出生率と婚内出生率を比 

ベると, 1730年を境にそれぞれの水準力';逆転した。 18 

世紀中期以降，結婚率が大きく上昇したことが一般出 

生率を弓Iぎ上げたが，婚内出生率は，比較的変化しな 

かったことによるだろう。同様の関係は，結婚/ポと出 

を11率 （普通出生率）のあいだにも言えるのだが，これは 

のちに考察するように，婚姻構造の変化と出産行動の 

それとがー様でなかったことを意味している。 ，

死亡：自然変動のもうひとつの要素である死亡率 

(普通死亡率）の年次変動は， 出ホ率にまして激しかっ 

たが，長期的には15%>から20☆ だった。10年期のギ均 

値 が を 超 足 た の は 1730年度と80年ニ代の 2期で，雨 

期においてはごく僅かな差ではあるが，出化率を凌駕 

した。両期には全国的な凶作年力☆ まれていて，飢鍾 

による死亡および離村の影響が現われているのである。 

その他の平常期には, 概して死亡率は低く，それだけ 

自然増加率を大きくしていた。

年次別の普通死亡率が40%>を超える力V またはそ

れに近い水準に達したのは次のとおりでを) る。169が|ニ

(38.8グ《) , 1715 年 （40.4%0),1721年 （44.4%o), 1731ボ

(38.1%,), 1733 年 （39.4。ん) ， 1746ギ （39.?%。) ， 1783

(54.5%.), 1784^p (39.?%)。「木曾編年史j によれば，.

当 該 期 間 紀 朱 か ら 18世紀）の木曾谷一帯における

大きな人口危i t として，1720, 21年の不作(長雨による)，

1730年代の凶作，1783年から始まる天明飢碰を記參まし 
(1«

ている。上記の高い死亡率の時期は，このように凶作 

やそれとともに流行しやすくなった疾病によってもた 

らされたのだろう。

ところで，死亡はどの年齢階級にも同じ確率で起き 

るのではない。種々の死亡原因は* それぞれに■特定の 

年腊隨級に集中して現われるからである。観察期間を 

前期ひ675〜m o % :)と後期（1?41〜r?96年）の 2期に分 

け，同時観察による年齢階級別死亡年を求めて，第 9 

図に示した。このグラフはfUi線あてはめによる修正や 

標準化をはどこしていないので， [HI凸が激しいが，い 

くつかの特徴を指}? !しておこう。まず，両期をつうじ 

て， 5 歳以下の死亡率が高いこと，60歳以上の高年齢 

層でも高くなることがあげられる。これはどの社会で 

も共通する年婦別死亡率の特徴である。次に，死亡例 

の件数において前期よりも信頼しうる後期にかんして 

,顕著に现われているのは，死亡率がほくてしかるぺき 

ぎ壮年層で，女子の死亡率が男子のそれを大きく引き 

離していることである。この観察結果は一•般に指摘さ 

れている前工業化社会の死亡秩序に一致するが，衛生 

技術 ，知識の欠如，生活•労働条件の過酷さなどによ 

って，出産r ともなう危除性力;大きかったこと力源因 

でもろう。

乳幼见死t : 率が著しく高かったのも，近代社会の人 

ロと比べてなつ特徴である。宗門改帳では乳死亡 

は捉えられないので, 2歳から5 歳までの幼兄死亡率 

を’第 9 因によってみると，前期では男女ともに200%> 

以上だった。この死亡率は観察期間中に低下して，男 

子では263から178%へ，女子では200から140%>に 

なった。幼児死亡率の低下は，重耍な人口学的変化で

注 ( 1 3 ) 人口/嫌にさいして出生ホが低下する瑞rliとして次のようなことがきえられる， 1 ) 流ま . 死産による出生の減少， 

2 ) 乳児死亡による觅かけ上の出化の減少，3 ) 母性死亡による山生の減少，4 ) ホ配偶率低下によるH1生の減少，5) m 
生制限《 .

( 1 4 )長野照西筑摩郡役所，前 揭 1915牟。

( 1 5 )各期ごとに死亡数を合！[ し ，これを初期人口として，各ギ齢陪級における死亡傘を算出する方法をとゥた，この:/J法 

は，坪齡偶造や死亡秩/も！!’、安定しているとの条件のもとで可能な力法であるので，ここに算出された死亡率のバタ一ン 

は，近似的なものでしかない。51!論上の難点については，小林和正r人口史研梵と人口学の☆;場J f経済史における人 

ロj 社会経済iil学会編，1969律，pp. 60~63を参照のこと，

*—— 66(306) —— ■

m m m



を 见取侧■戴  VBWjya

チ会雑誌j  67巻- 5 号 （1974年.5 Ji)

有配偶率の変化は，比較的短期の，あるいは循環的 

な要因，たとえぱ経済環境の変イ匕や流行病による，結 

婚制限や離死別に原因力'、求められるとともに，長期的 

趙をきについては制度的な耍因によって説明できる。有 

配偶率の上昇は，未婚残存率の低下によってもたらさ 

れる部分が大きい。これはf c る社会で結婚しない者が 

減少 :したり，結婚年齢が低下したりすることによって 

可能になる力*、， ここでは身分 (世按における地位）別の 

有配偶率をとりあげて，結婚を制度的に阻止してきた 

要因の消失が有配偶率の長期的趨勢に寄与してきたこ 

とを示そう。

この村の平均世帯規模は，18世紀中勘まで8 人を超 

える，比較的大きなものだった。いま，このような大 

世帯を構成する世帯員を，戸主の直系親族，傍系親族 

( きょうだい，おじ，おば，いとこ等）と繊 f i家 族 （下人） 

に分けて地位別に17世紀の有配偶率を求めると，第 9 

表および第11図のとおりである。この図，動 、ら遺取 

できるのは，まず直系親族の有配偶率が男子72% , 女 

子66%と高いことである。直系親族を戸主，父母•後 

継者（長-!̂ または最年長の5!子）と非後継者に分けると， 

前者は男子7 9 % ,女子94%と菲常に高、水準にある。 

非後継者につ'^、ては傍系親族の水準またはそれ以下に 

低下するが，これは将来，結婚.独立するべき年少者 

を多く含んでいるからである。これに対して傍系親族 

の有配偶率は男子4 2 % .女子44%と，直系親族と対照 

的で，未婚残存率も高く 50%前後になる。 さらに諫 

厲家族（下人）については男子2 1 % ,女子27%と一層水 

準は低くなっている。 ，

地位別に年齢階級別有配偶率をみると，地位による 

水準の違いがより明らかにわかる。有配偶审が50% を 

超える年齢をグラフから求めると，男子につ い て は慮 

系親族26〜27蘇，傍系親族34〜35歳，織愿家族40〜 41 

歳.女子につ い て は それぞれ, 2 1 〜 22歳 ， 23〜24歲，

そして辣腐家族はおそらく 30歲台である。この印.齢を, 

平均結婚年:齢を間接的に1?̂ わす数値とすれぱ，地位に 

よるネす配偶率の大きな差與は未婚残存率（そして生涯独 

身おの比詩0 とともに，結婚ギ齢の地位別格差が大きか 

ゥたことを物語っていることになる。

このように17世紀末の地位による婚姻偶造には著し 

I 、差炎があって，主に人口のW 生.産を担って、、たのは, 

1な系親族，それも維/ 線に沿った|1̂]：系親族(《)であった 

ことが明らかになった。

ところで地位別の有配偶求（脱 1〜55依，女16〜50歳） 

は当該期問にどのように変化しただろうか。第12図に

よると，各地位の相対的な水準は変わっていない。直 

系親族の有配偶率は最初から高く，.長期的に上昇をみ 

た。そして変動の軌跡は第10図でみたものに一致じて 

いる。終に傍系親族のそれは，直系親族と比べるとか 

なり瓶く，I 8世紀初期と末期の落ちこみが，大きく強 

調されている。諫厲家族の有配偶率は，総人口中の下 

人比率が10%を切る1730年以前をみると，地位训にも 

っとも低かった。’

以上を要約すると，1600ギ代末に (そしてそれ以阵も） 

地位別の有配偶率の差異は非常に大きかったと言える。 

社会全体の有配偶率は18世紀をつうじて上昇したが，

これは各; 位別の有配偶率の上昇にもよるが，それと 

ともに傍系親族およぴ織厲家族の分家独立による上得 

に負うところ力y c きいことを貝《逃すととはできない。 

1760年以降，平均世齋規模は速やかに縮小したが,人 

ロ増加を上まわる世帯の増加は，傍系親族や下人を含 

む複合的な大規模世帯から，より小規模で単純な構成 

の小家族への分解によるところが多かった。この分家 

独立の過程において，複合的な大規模世帯の中で結婚 

を規■制してし、た要因が消滅することになった。その結 

果が社会全体の有配偶率の上昇の一翼を担うことにな 

ったのである。

結婚年齢：結婚と出産のあいだに介在するもう1つ 

の規制要因は結婚年齢である。結婚平齢がいはど結 - 

婚継続期間をつ うじて生まれてくる子ども数は多くな 

り，反対に結婚が遅れれ少な  < なるときえられるか 

らである。そしてこのことは男子よりも女子の結婚年 

齢に開係があるだろう。

平均初婚印:齢は.策10§1 まに示した。17世紀ホには男. 

子27. 5歳，女子23:9歳だったが，18世紀初頭に一時iTj 

に勉下したのち，1720く代にかけて男女ともに結婚が 

遥くなった。この時，女子に比べて男子の初姬ギ齢が 

遅れたのが目立っている。1730ギ代以降は，男女とも 

に平均初婚印職は順調に低下を続けた。

1S世紀初頭の姑婚ィ!?.齡の上昇は, すでに見た有配偶. 

举の低下と関f系が深く.とくに男子26〜30歳の有配偶- 

率の低下は著しかった（第10因)。 との時，女子の紹游 

ギ齢の上昇;は有配偶率の低下とともに出生率を若干低. 

下させた。反对に，1730#以降の初婚架齢の低下は， 

人口増加を推進する愤極的な役割を果たしたと考えら 

れる。

, お改，総人口は1740か以降，順調に墙加して， 1783 

句いよでの人P 墙加率（积が）は0 .8 5 % に途した。 し力、 

しながら少し立ち入ってみると，糾婚.ィ購とイが'il偶率^

68 (5ひめ ■一一-

木削易舟沢村の人口統HI-

の人ロ加への貢献は，期待されるはど大きくはな力、 

ったのである。すなわち, 初婚年齢の低下と-#配偶率 

の上界がもって'/ゾるはずの出生率を上界させる可能性 

は，そのまま発現されたのではない。出生率をめぐる 

謝旨標（第8因）は，V、ずれをとってみても18世紀前半 

に上昇したが，お;婚ギ齢と.有配偶率が示した人口増加 

への好条件とは反対に，18世紀後半，1770年は晦には, 

低下している。1780年代は人口危機の数年を含む期間 

であるが，出生率の水準が初婚年齢やお配偶率の趨勢 

から想像されるのとは逆に推移し始めたのは，すでに 

18世紀の中頃からだった。

結婚継続期間：結婚継続年数は前期23. 7 年， 後期 

21.2年- ( 5 年ごとの度数分布‘から計算）で，後期には若干 

短縮した。第11表に示されているように，前期の分布 

は跋散していろのに対し後期には20年以下に70% が 

集中している（ただし後期の对象から, 史料がなくなるI796 

ィ以後まで結婚が継続したケースを落としているので，実tf，f 

を!!!わすものではない）。

5. 出 産

前節で見てきたような有配偶本•結婚年齢と出生率 

のあいだの矛盾する現象は，どうして生じたのだろう 

力\ ここで視点を換えて， family reconstiU^tion法に 

よっ.て得られた夫ぽの人口学的行動にかんする情報を 

検討してみよう。以下では，宗門改帳に現われた夫婦

626組を， 妻の出生ギ代によって前期.後斯に分類し

て観察した結果を報告する。 前期ひ720年は前に出生の

黎〉の3If例数は3 1 5 ,後 期 以 後 m生の敷は 311 
( 18)

で灰)る。

出産ギ：出産率は，出生数を結婚継続年数で除した 

値で， 1ギ間の出産確率を示す。妻の年齡階級別出産 

率は，第12まおよび第13因に示されている。年11̂ によ 

って，出産率は異なっていて，前期 ♦後期ともに2 

30歳がもっとも高い。それよりも若いギ齢ではかえゥ 

て出産率が低くなっており，また30歳を過ぎるとギ 

とともに出産摩は«£下していく。前 ，後期を比較する 

と，全ギ齢階級で前期の水準が高く，26〜30歳での開 

きは約15%である。17世紀信濃S 横内村，18世紀尾張 

国神戸新ffl • 爱濃国浅草中村と比絞すると，当村の年 

齢階級別出産率はかなリ低く，18世紀の横内村，法草 

ホ村の水準に近'^、。このこと力、ら出生制限が暗示され 

る。特に後期においては乳i s死亡率の減少力:予想され 

るので，前期との開きは見かけ以上に大きく，出生制 

限があったとするならば，いっそうそれが強化された 

のではないかと思われる。

第12表の結婚年齢と出库率の関係は.結婚時の年蹄 

階級よりも次の5年間で出率がもっとも高い。前期 

については結婚カぽいほど出産率が高くなるようだが, 

後期についてはそのような傾向は明らかではない。

出生数：結婚年齢と出生数の関係は，50歳まで結婚 

力';継続した完全家族において明らかである。すなわち

注( 1 8 )すべての央婦について作成されたfamily reconstitution form の分颜は以T 'のとおりである。

妻 の 出 生 代 X A A B ⑩ XB X ®  C XC 合計

1611〜 20 5 5

1621〜 40 7 18 1 26

1641〜 60 32 5 1 12 8 58

1661〜 80 10 12 32 19 73

1681-1700 35 36 6 7 84

1701〜 20 42 20 4 3 69 注） X 紹奶#代不明

1721〜 40 79 44 1 2 126 A 1675年にすでに既婚

1741〜 60 55 13 1 2 23 1 95 B 50歲未満で終了

1761 ~  80 26 2 53 6 87 ⑩ 50歳以上まで継続（完全家族)

1781〜 90 1 2 3 C 1796#以後'まで継続

合言 t 12 50 252 126 58 42 77 9 626

( 1 9 )母の年齢階級別IU産率は前:！:業化時代の: ツバの例（17[11:紀のジュネーヴホ民，18世紀のフランスのクリュレ教 

区，16~18世紀のイングランドのコリトンなど。 15. A . リグリイ，前揭書， 1971あ 第 3 - 6ま，第 4 -2 ま，第 4 -4  
お , 第 4 - 5 ま〉 と比較すると著しく低いことがわかる。 これは主として宗r j改帳に出生が完全に捕捉されていないた 

めでもる . '
( 2 0 )速 水 瓶 m m i i9734fi,第12-6図， 同 ••德川後期尾張-^廣村の人口統針按搞j *■兰ra学会雑誌j 第 eo 

港馆10号，1967年，第 8表，雄 3風 稀 本 洋 哉 r近世農民の行動観察J » 3 山学会雜誌J 馆66器第8号，1973年， ‘ー

フ2«
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お配偶率の水準や，同時期に観察された2 〜 5歳死亡 

率の低、水準から見て，自然なものとは思われな'^、。 

このことは18世紀後半に，出生制限が採用•強化され 

たと考えることを許すだろう。

む す， び

各節をつうじて湯舟沢村の人口増加と，そのメ力ニ 

ズムを追ってきたが，一言でぃえば，湯舟沢村の17世 

紀末から18世ねは，中世的複合家族から近世的小家族 

へと，支配的な家族形態が変化する過程だった。そし 

て家族形態の変化にともなって，人口の社会的生産 

構造も大きく変化した。以下では，むすびとしてこの 

点を中心に観察結果を要約したぃ》

宗門改帳から，直接その全貌をうかがうことはでき 

なぃが，17世紀は下人労働に依存し傍系親族を多く 

包含する大規模世帯が支配的でf c るとともに，小規模 

世帯も混在する時代だった。この局面では，下人や傍 

系親族の結婚は身分的に抑制されて、、て，かれらの有 

配偶率はく，人口再生まへの寄与は小さかった。

次の局面では, これは18世紀半ぱまでがそうだが， 

諫属家族や傍系親族の独立をつうじて小規模世帯化が 

進行した。有配偶率の上昇と初婚年齢の漸次的fiT Fは， 

婚内W 生産率の上昇と相まって，出生率の上昇そして 

人ロ増加に大きく貢献した。18世紀前半に新旧開発が 

行なわれて、すこと史料が物語ってぃるように，その過 

程は耕地の拡大に支えられて進んだのである。

18世紀の後半にはぃって，新しぃ局而が訪れた。有 

配偶率の水準はあぃかわらず高く，初婚年齢は男女と 

もに低くなってV、たにもかかわらず，1?70年前後から 

人ロ W 生産率をめぐる諸指標は，反対に低下しはじめ 

た。妻の出生年代コーホート観察による年齢階級別出 

密率，ぉよび同時観察（10前W )による婚内？?生産率は, 

18世紀後半に縮小した。

このことから推察されるのは，自然的要因を無視し 

うるならば，結婚後の出産制限が强化なぃし新規に採 

用されたのではないかとぃうことである。その直接の 

奨機は，18世紀半ぱまで順調に増加してきた人ロが，

その歩調を緩めたことに現われているように，おそら 

くこの時期（1760年頃）になって，ようやく人口と資源 

(経済環境）のあ'^、だに緊張が生じてきたことにあるの 

だろう。

上記のように推察される人口の再生産構造の変化は，

家族形態の変化と密接に関速していたと考えられろ。

中世的な名残りの強い農業経営の近世化，平均世帯媒

摸が大きV、社会から小媒模世帯への移行の過程で， m

厲家族*傍系鋭族の独立とともに結婚年齢の低下とネ 1'

配偶率の上昇がもたらされた。ひとたびこのような婚

姻構造が定着すると，結婚ゴP齢，とくに有配偶率の側

からIJi生をチックする社会的機能の有効性は，期待

できなくなるだろう。人口増加に対する抑制力’、加えら

れねぱならなくなる時，こうして結婚後の出生コント

ロ一ルに重点がおかれるようになったと考えられるの 
(26) •

である。

このような変化を不可避的にもたらしたもの，また 

は可能にしたと思われるのは，前期から後朋にかけて 

の死亡率，とくに乳幼兄死亡年の改善である。 2 〜 5 

歳の死亡率は，17世紀末から18世紀末にかけて大きく 

低下した。このことは出生児が再生産年!!^に達するま 

で生存する可能性を高めたことを意味する。当該朋間 

に十分な証拠は得られなかったが，以前よりも少ない 

子ども数であっても，小家族を存統させるのに険で 

はなくなったと考えられるから，乳幼児死亡率の改善 

力;人ロ再生産構造の変化に果たした役割も付け加えら 

れるべきである。

人ロ学的指標は，ある程度規模が大きい人口集に 

ついて算出されなけれぱ，意味を持たないかも知れな 

い。 したがって，以上の観察結果から日本の近lit社会‘ 

の人ロにつ1/、ての過度な"-般化は慎まなければならな 

い。しかし当村で観察された，農業経営形態の変本に 

ともなう家族(世带）の構造変化を，地域差は大きかっ 

たが近世日本は一様に経験し各地で平均世帯规模の 

縮小が進行したと者えられる。このような世帯構造と 

婚姻構造の変化のもとで，低い結婚ザ-齢と高'^、有配偶 

率が普通になり，人口抑制手段として結婚後の出生コ

m o 制にと50制か水準の落羞は異常に大き、、が, 統計量の問題，または補廣め行動（5啤 代 ） と思われる。 しかし 

18世紀後平は，1740年代のぺビープーム時に生まれた者が結婚適齢助になる頃でもるのは與味深い。

( 2 6 ) 結婚後の出生コントロ一ルが認められるとしても，その手段に関しては何ら知ることができない，薬物•器具は当時 

有効な手段ではないだろう。 ョ 一口ッバやその他の地域で通常な方法であるとされる性交中断も者えられるが（E . A . 
，レ/ リイ，前揭書，1 9 7 1 ¥ , pp. 1 3 6 - 1 3 7 ) .しぱしぱ取り上げられるようにIMftや間引き（嬰児殺し）のTiJ能性も近肚’

生涯出生数は結婚ザ•齢に強く規制されていて，前 ，後 

期ではとんど差は兒られない(断4図，第13お) 。 50歳未 

満で結婚が終了したヶースを合めると，出産可能期問 

に結婚が中断される場合が加わるので，結® キ:齢と出 

生数の関係は単純ではない。馆13までみると,前期は 

後期よりも幾分高い水準にあるようである(前期141例， 

WM 200例)。 要するに出生数は結婚年齢の関数である 

とともに，結婚継続年数の関数であるとも言-わなけれ 

ぱならない。この関係は，前 ，後期を合わせて第15図 

に示したとおりである（前期W0例，後期200例L  

妻の尔齢50歲まで結婚が継続したヶース（完全家族） 

について，最終出生齢と出生数の関係を前.後期で 

比較してみよう（第14まの{ft齢欄は，各歳ごとに集計した 

ものを，使宜上5栽階級にまとめなおしてある)。 最終出生 

年齢は前 . 後期ともに36〜45歳に集中してお り， 平均 

坪蹄は前期39. 2歲，後期40. 0歳で差はな、と言える。 

出生数は前期4.03人，後期4 .74人と，後湖の方で増加 

している。出生数の分布は前. 後期で，幾分違った様 

相を呈しており，後期ではも5 人に分布が傻中してい 

るのに対して，前期では比較的分散しているようであ 

る （標準偏差は前期2-0 2 ,後期1.80)。 '

出生間隔：完全家族 (前期63例 . 後期53例）を対象に出 

生間隔をとりあげよう。第15表によると，結婚の登録 

から第1子出生までの期間は，第 1子以降の出生間隔 

に比べてかなり斑か、ことがまず指摘できる。次に，

第 1子以降につ、ては，大きな遠いはないと言-ってよ 

い。少なくとも出生順位が遅くなるにしたがって，出 

化間隔が拡がるという関係は見られない。とのことは， 

印-齢階級別出産率の形状が出生問隔によってもたらさ 

れるのではなく，年齢とともに出産率が低下するのは， 

出産を切りあげる夫婦が多くなるからである，という 

解釈を支持している。前期と後期を比較すると，全順 

位問の平均は前期3. 55ギ，後期3. 77年，結婚から第1 

子までを除くと, 3. 90年と4 .10平になる。後期は前期 

より0. 2年はど長期化したが，はとんど差はないとい 

っ て よい。

人口再生産率：1人の女子が生涯（押化産ギ^̂ 期̂叫） 

にわたって産む男女児数(total fe r t ility :合計特殊Hi生率 

ま/こは粗照k産勒および女児数（gross reproduction rate: 

総所ヒ産ポまたは服!-:産社I本）は， 1740ギを境にした同 

時観察によっても，1720キ:を境にしたコーホ-*ト観察 

にぶっても，それぞれの前後の時期で大きな差はなか 

った。

この生遗率に表現されているように，今まで見て 

きたところによると， コーホート観察による1720年以 

前 （前期）と以後（後期）とで，人口の再生産構造に顕 

著な差與はないように思われる。しかし第16表に掲げ 

た10年期ごとの再生産率の変化をみると, 前後 2 m の 

観察では隠されていた傾向を読みとることができ(る。

10すこごとの同時観察か.ら導かれた再生産率は，それぞ 

れ1S世紀前半に上昇し後平には下降したが，この推移 

は出生率をめぐる指標のそれによく似ている（第8図)。

ところで第16衷-の粗?生産举 total f e r t i l i t yおよび 

総T?生産率 gross reproduction r a t eの変化は何を語る 

ものだろう力、。まず，この2 つの再生産率からは婚姻 

溝造の影響が除かれていない。再生産年齢女子のお配 

偶率と粗W 生産率の相関関係をみると，1740年までの 

5 期について相関係数？，ニ0. 918, 1741年以降の6期 

についてデ= 0 .4 2 5 である。このことから，前 5期の 

W 生産率,の上昇は有配{禹率の上昇と関係がある，さら 

にはぐ:?配偶率の上昇がそれをもたらしたと言■ってよ 

反対に1741年以降については，雨者に柏閲はないと言- 

ってよい。 ぼ生産率の下降は，有配偶本の水準とは無 

閲係に現われたと考えられる。有配偶率からの影響を 

除去するために，妻の年齢別特殊出生率を合計するガ 

法で粗再生産率を求めた（婚内生産率と仮にしてぉく）。 

第I 6爱第3 欄の婚内W 生産举(妻の年齢階級別出産率の合 

計）は，17S0年を境にその水準が大きく変イ匕した。1750 

ギ以前は，お配偶率や初婚年齢の示す印象とは異なっ 

て，婚内の巧生産率は決して低くはなかった。1750年 

以降と比較してむしろ，力、なり高かったと言える。こ

_  _ ___________ __ れに対して後期に観察された冉生産率は，結婚年齡 .

注 (2り 速 水 融 ，前揭1H,1973 îi, p. 221.

( 2 2 )妻の年齢階扱別!I液本を合針して如Mした婚内総：}姓産率は，同昨観察では前湖1.7 4 ,後朋1.85,母の出;コーホー 

トでは前期1.7 6 ,後期1.78となる。

(23) n n ^ m n n ,  2 欄に示された生座 i松よ，か子の年こ船陪极別特殊山生jキ'《をw 生 處 （i6〜5o歳）について合針した 

もので, 站婚してレ、ないあも含む，

(24) W生座の i lかけの水準は乳児死亡率によって影響を受けているということも考えられる。2〜 5歳死亡率を乳児死 

亡ホの代按街標としこれを粗;5生ま建<のれ脚関ぼをみると，1740年まではゲ二-■(X943で-お意, 1741；̂|こ以降は無;||聰 

であつた。しかし2〜5饶死亡#i と, お配偶ギの撒響をとり除し、た婚内粗W生産率との梢閲は前斯，後朋ともに低く， 

特別な関速はほめられなかった。

70(310) 71(311)
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木曾湯舟沢村の人ロ統計 

第 3 表平均世樓規摸の諸指標のを化

期 間
1675
-1700

1701 
〜 10

1711 
〜 20

1721 
〜 30

1731 
〜 40

1741
-50

1751
〜 60

1761 
〜 70

1771 
〜 80

1781
〜 90

1791 
〜 1800

年 数 6 3 9 6 9 10 10 10 9 10 2

人 ロ 2386 1271 3914 2718 4077 4782 5332 5808 5553 5948 1124

世 帯 248 139 477 332 507 597 656 739 819 953 188

■平均世帯規模 9. 62 9 .14 8. 21 8 .19 8 .04 8.01 8 .13 7.86 6 .78 6. 24 5 .98

同 9. 68 9 .18 8.21 8 .17 8 .04 8 .01 8 .13 7.88 6 .79 6.24 5. 98

同 け，*) 9. 45 8 .17 7. 24 7 .14 7. 22 7 .19 6.85 6. 72 5. 64 5. 24 5. 30

標 準 偏 差 4. 41 3. 79 3. 58 3. 31 3. 56 4. 46 も71 4. 28 3 .34 2. 86 2.51

注 * 人口/ 世帯数，♦ * 各年度平均UL•带说摸の合計/ 年数，*料中央値

第 4 表 類 型 Iこよる世帯の分類

I n m

年代
世帯
数

下人を有 
する世帯

1 2 3 4 5 6 7 8

1675 43
%

32,6
% 

60. 5
%

20.9
%

18.6
. % % %

32.6
%

16.3
%

51.1

1683 40 32.5 57.5 25.0 17.5 ' — 一 27,5 15. 0 57.5

1694 42 26.2 3S.7. 19.1 45.2 一 一 16.3 9.3 74.4

1701 43 20.5 32.6 25.6 4L9 — — 23.2 16.3 60.5

1711 52 17.6 42.3 23.1 34.6 --- 一 28.8 15.4 55.8

1721 57 ' 17.6 50.9 21.0, 28.1 _ ■~ ■ 31.6 10.5 57.9

1731 55 10.9 40.0 25.5 34.6 — 1.8 25.4 .9 .1 63.7

1741 58 6.9 39.7 27.6 32.8 3.5 17.2 25.8 53. 5

1751 64 6.3 35.9 18.8 43.8 1.6 3.1 20.3 7.8 67.2

1761 66 9.1 30.3 31.8 34.9 3,0 — 13.7 16.7 66.7

1771 83 4.8 50.7 22.9 25.4 1.2 1-2 29.9 18.1 50.6

1781 96 2.1 55.3 25.0 18.8 1.0 2.1 33.4 18.8 44.8

1791 92 1.1 47.8 28.3 21.2 3.3 0.9 28.3 16.6 51.1

注 I ；辣属家族の有無による分類 

n : l i系親族，傍系親族(地位）

による分顔：

1. 直系親族からなる世带

2 . 夫婦，親子関係のない 

傍系親族を含む世帯

3 . 夫婦，親子関係のある 

傍系親族を含む世帯
n ： 4. Solitaries

5. No family
6. Simple family house

holds
7， Extended family hou

seholds
8， Multiple family house

holds

第 5 表 夫 婦 組 数

年 代 ’
世帯当り 
夫婦組数

夫婦組数別比率（％ )

0 1 2 3 4+

1675〜 1700 1.63 9.7 39.9 33.5 12.5 4.4

1701〜 m o 1.59 7.2 46.0 30,9 12.2 3.6

m i 〜 1720 1.49 10.1 47.2 29.4 10,7 2.7

1721〜 1730 1.62 3,3 44.9 40.4 9.3 2,1

1731〜 1740 1.50 11.0 44.4 33.5 8.3 2.8

1741〜 1750 1.57 8.5 45.9 34.3. 7.4 3.8.

1?ら1〜 1760 1.73 8.5 38,7 33.4 14.3 5.0

1761〜 1770 1.61 6.8 44.2 37.8 8.1 3.1

1771-1780 1.36 9,5 55.2 28.7 5.0 1.6

1781〜179Q 1.17 15.1 57.7 23.2 3.9 0.1

1791〜 1796 1.15 15.3 56.1 24.8 3.2 ---

73(313)
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ントロ ~ ルが^ g されるようになったと考えてよいの快く許可された中津川ホ . 鳥田千尋氏. そして島ffl氏 

ではないだろう力、， へ紹介の労をとってくださった北小路健氏に，お礼申

しあけろ。

〔付記:！ 本稿の作成にあたって，多くの使宜と助言  （廣應義盤大学大学院経済学研究科博士課程修了）

を与えてくださった速水融教授，貴重な史料の利用を

' 第 1 表 入 口 変 動 理 由 （構成比本， % )

増
加 減 少

出生 養子 結婚 離婚 引越 その他 不明 死亡 養子 結婚 離婚 引越 その他 不明

1711年 男 79.8 2.2 2.2 1.1 5.5 8.7 0.5 66.1 1.1 1.1 0.6 14.4 12,8 3.9

1 7/1
女 68.7 0.5 9.3 4.9 8.8 7-8 — 58.7 0.5 19.1 2.6 10.8 5.2 3 .1JL ,4ひや
計 73.9 1.3 5.9 3.1 7.2 8.3 0.3 62.5 0.8 11.5 1 .6 12,6 8.8 3.5

1741年 男 89.2 0.9 2.3 0.9 4.7 2.0 一 78.7 4.3 4.7 一 9.7 4.7 1.9
女 72.1 一 17.4 5.0 4.5 1.0 — 60.9 1.6 22.1 3. 3 8.2 2.6 1.3
計 80.0 0.4 10.4 3.1 4.6 1.5 — 67.7 2.8 13.8 1‘ 8 8.8 3.5 1.6

1781年 男 84.1 一 1.3 1.3 11,1 1.3 — 63. 3 3.4 3-4 8.6 21.4 ■ 一

17Q0&-'
女 85.9 一 7.7 1.3 5 .1 — 一 62. 4 1.8 22.0 0.9 4.6 8.3 _____

計 85.0 一 4.5 1.3 8.5 0.7 — 62. 8 2.9 12.4 0.4 0.7 15.0 --

合 I t

男 85.6 1.2 2 . 2 1.0 5.8 4.0 0.2 70.0 3.0 3.2 ■0.2 10.8 10.6 2 .1
女 72.6 - <0.1 14.8 4.6 5.9 2.9 — 60.4 1.3 21,1 2.6 8.4 4.4 1.6
計 79.4 0. 6 8.4 2‘ 9 5.9 . 3 . 5 0 .1 65.1 2.1 12.5 1.5 9.6 7.4 1.9

注 1) i ならない。 2 ) 1720, 27-30, 78 , 9 0の各年度は除いた。 

第 2 表 世 帯 数 cp増減

年代 世帯数 増減*

増加理由 減少理由

分家 引越
(流入)

引越絶家 ‘ "  
(流出）不明

1675 43 ----- 一 .— 一 ____

1701 43 0 8 2 1 9(4)
1711 52 +  9 8 4 0 3(1)
1721 56 +  4 7 4 3 4
1731 55 一 1 0 1 0 2
1741 58 +  3 7 0 1 3
1751 64 +  6 4 3 0 1
1761 66 +  2 5 1 3 1
1771 83 +  17 15 3 1 0
1781 96 +  13 18 1 2 4
1791 92 - 4 5 1 0 10
1796 96 +  4 6 0 0 2(1)

合計 ----- +  53 82 21 11 39

注 * ) 10年間の変化，林）( ) 内は不明数

注(27〉 近世日本の人生働 ?5'造の变化については, m m -  <■肥後藩人畜改帳の人口学fK；分析J *•人口問® 研究所年報J 
第5サ，1961年を參M。 例としては美濃® 飯活村 (速水融rj}纖ー山村の人口絲II-J m m m m m  **研究紀廣j 
m m . 信濃国横め村（M(水融，前掲I I I , 197禅 ）などがある，

- 12(312) ——
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第 6 表 幼 児 死 亡 率 （2 〜 5歳）

出生
年代

1675 
〜 1700

1701 
〜 10

1711
-20

1721 
〜 30

1731 11741}1751 11761 11171 
〜4 0 !〜50j!〜60|〜7 0 ;〜 80

1781 11791 
-90  -1800

年数 7 3 8 10 10 10 10 10 10 10 1

出生 70 37 113 105 116 135 143 172 155 138 20

死亡 2 8 18 14 14 24 13 15 15 14 0
不明 8 0 2 2 1 2 0 1 2 3 1

他出 4 1 2 0 3 2 1 2 1 3 0

死亡率 152 222 180 152 133 196 92 94 123 126 50

注死亡率は，死亡数と理III不明の消減数の和を，出生数から他出数（5歳以下）を 
減じたもので除した値（i'fi位：% ,)である。

各年代の出坐コーホートによる追跡調査.による。

第 7 表 平 均 余 命

木曾湯伸沢村の人口統;计

第 9 表世帯内の地位別にみた婚姻関係（1?世紀ま）

分 類
男 子 21〜5 5 歳 女 子 16〜5 0歲

お配偶離死別ネ婚 有配偶離死別未婚

1. 直 系 親 族  

a 後 継 者  

b 非後継者

2. 傍 系 親 族

3. 諫 厲 家 族

% % '% 
71.8 0.4 27.8

79.1 0.4 20.5

38.0 — 62.0

41.6 6.0 52. 4

21.3 3. 3 75. 4

% % % 
65.9 3.9 30.2

94.4 4.6 1.0

16.8 2.7 80.5

44. 2 8. 2 47.6

26. 7 15. 5 57.8

注 1675, 83, 88, 93, 9 9の5 ケ:fRこついて |̂5計。

年 齡
前 期 （1675〜1740) 後 期 （I74! 〜! 796)

男子 女子 男子 女子

2 37.1 37.6 43.2 42.0

3 39.6 39.7 45. 2 43.7
4 44.3 42.2 47.3 43.9

5 46.0 42.8 47.6 44.8

6 45.8 42.6 48.2 44.6
11 44.1 41.0 45.1 41.7
21 37.7 34.1 39.5 34.8

31 33.1 29.3 33,4 31.3
41 24.7 23.5 25.9 26.6

51 19.8 17.4 18.1 19.5

61 13.6 12.5 13.0 13.5

第 10表 平 均 初 婚 年 齢

架 代
1675
-1700 1701〜 10 1711〜 20 1721〜 30 1731〜 40 1741〜 50 1751〜 60 1761〜 70 1771〜 80 1781〜 90 1791〜 96

男 27.5 24.7 26.3 30.0 28.9 28.4 26.1 27.5 26.1 25.0 26.7

女 23.9 20. 2 21.7 22.8 20.1 20.7 20. 2 19.5 18.3 20.2. 19.3

注村内の結婚で，初婚と確認できるケース（P) 315例，女281例）について算山。

第 11表結婚継続期間

注 5歳までは各歳ごとに，6歳以上は5歳階級ごとに算出して抄出した， 

第 8 表結婚率•村内結婚比率

(1) (2) (3) (4) (5) ■ (6》 (マ》

年 代 N 結婚本
村め: 好 ’0)のうち {1)©ぅも一 
件 数 村 rt同士力が村民

(2)X 2 ね-娘のた 
め出村者

(2) 
(1)■

(3)+ (4)
<3) + (4，+ {5》

% 件 件 作 人 人 % %
1675〜 1700 3 8. 89 7 2 5 k 4 8 28.6 52.9
1701〜 1710 2 8. 62* 8 4 4 8 4 50,0 75.0
1711〜 m o 10 8. 26 36 27 9 54 19 75,0 76. 8
1721〜 1730 8 8. 83 32 28 4 ‘ 56 10 87.5 85.7
1731〜 1740 10 9. 67 44 32 12 64 15 72.8 83.5
1741〜 1750 10 10. 87 52 27 25 54 14 51.9 85.0
1751〜1?60 10 11.40 61 42 19 84 20 68,8 83.8
1761〜1770 10 10.67 62 43 19 86 23 69.4 82.1
m i 〜 1780 9 8, 42** 44 30 14 60 22 68.2 77-1
1781〜1790 9 8. 74** 42 35 7 70 28 83,4 73.4
1791〜1796 2 11.95*** 10 9 1 18 10 90.0 65. 5

*) 3 ヶ律の平均,
林） 10ヶ年の平均, 

*林） 3 fy年の平均。

期 問
m 期 後 期

件数 のべ年数 件数 のべ年数

年
0〜 5 28

¥
70.0 24

ザ
60.0

5〜 10 11 82. 5 18 135.0

10 〜 15 12 150. 0 5 ■ 62.5

15 〜 20 12 210.0 13 227.5

20 〜 25 10 225. 0 5 112.5

25 〜 30 15 412. 5 6 165.0

30-：r35 10 325.0 7 227.5

35 〜 40 15 562. 5 9 337. 5

40 〜 45 9 382. 5 4 170.0

45 〜 50 8 380.0 8 380.0

印 〜 55 メ 5 262. 5 6 315. 0

55 〜 60 4 230. 0 1 57.5

合 計 139 3292. 5 106 2250. 0

平 均 32.7 21.2

n { 3 M ) 75(515)

I -
m M



木曾湯舟沢村の人口統評

第 14表 最 終 出 生 年 齢 と 出 生 • 見 数

年齢
最終出生数（前期） 最終出生数（後期）

1 2 3 ■4 5 6 7 合Hi- 1 2 3 4 5 6 7 8 9 合針

26-30 1 2 3 0

31〜 35 1 1 2 4. 8 2 1 5 1 1 9

36 〜 40 5 6 1 4 2 1 2 21 2 4 3 7 2 1 19

41〜 45 1 4 3 4 4 7 23 1 1 2 7 4 2 1 18

46-50 1 1 5 1 8 2 1 1 2 1 7

合計 8 13 4 12 6 10 10 63 3 3 5 11 16 8 3 2 2 53

最終出 
生年齢

36. 5 36.8 38. 5 38.1 41.7 44. 2 42. 2 39. 2 35.7 39.7 36. 2 39. 3 60. 3 41.0 42. 3 47.0 44.0 40.0

第 15表 出 生 間 隔 （年）

出 生 間 隔

平均結 婚 第 1子 第2 子 第3子第タ子第け - 第6 子 第1子 

第 i 子第 2子 第も子第4 子 第5子第 6子第 7子第 8子

nil 件 数 129 105 77 62 42 27 12 — 454

のべ年数 337 400 309 230 175 103 51 — 1605
期 平均間隔 2‘ 61 3. 81 4.01 3.71 4 .17 3.81 4. 25 一 3. 55

後 件 . 数， 169 122 93 72 43 20 11 4 534

のぺ年数 509 486 374 337 183 68 39 11 2007
期

平均間隔 3 .01 3. 98 4. 02 4. 68 4. 26 3.40 3. 55 2. 75 3.77

第 16表 再 生 産 率 の 变 化

1675 
〜 1700

1701 
〜 10

1711
〜 20

1721 
〜 30

1731 
〜 40

1741
~50

1751 
〜 60

1761 
〜 70

1771 
〜 80

1781
—90

1791
-1800

粗 再 生 産 率 3. 75 3 .10 3. 28 3. 58 3. 97 4. 47 3 .42 ■4. 08 3. 85 3- 32 3.09

総 再 生 産 2. 10 1.09 1.65 1.59 1.98 2. 26 1.56 2, 22 1.60 1.83 1.37

婚内粗生産率 . 5. 70 6. 25 5. 95 6 .15 6. 30 7.15 4, 92 5. 25 5.55 5. 25 5.70

注 粗 ’ぼ生産傘： total fertility.
総7?生處♦む gross reproduction rate.

婚内粗再生傘：勤 （既婚女子〉のザ，齢階級別特殊出生傘の合評

11{317)
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第 12表年鋪階紋別出産率

a . 年齢階級別出産率=•

NU 期 後 斯 全 期 間

妻の年船 出生数
のべ結 
婚年数

出産率 出生数
のべ結 
婚年数

出産率 出生数
のべ結 
旧年数

出産率

16 〜 20 26 131.0 .198 72 . 403.0 .179 98 53も0 .184
21〜 25 128 517.0 . 248 187 854.0 . 219 315 1371.0 .229
2ト 30 183 727.5 .252 189 851.5 .222 372 1579.0 .236

31〜 35 175 782.5 .224 143 719.0 . 199 318 1501.5 .212

36 〜 40 133 774.5 .172 88 565.5 .156 221 1340.0 .165
41〜 45 77 712.5 .108 41 442.0 .093 118 1154. 5 .102

46〜 50 15 646. 0 .023 8 352.0 .023 23 998.0 .023

平 均  
出産率

— — .175 — — ■.156 — . 一 ， . 165

* ) 前期：1720体以前に出生の母について，後期：1721年以降出生の母について算出（第12表b も同様）

b . 結婚：̂1ニ齢別出産率

\妻の 
\ザ齢 前 期 後 期

年
16 21
〜2 0 〜 25

26 
〜 30

31
〜 35

36 
〜 40

41
〜 45

46 
〜 50 平均

16 
〜 20

21
〜 25

26 
〜 30

31 
〜 35

36 
〜 40

41
〜 45

46
-50 平均

16 〜 20 .151 .259 .247 .221 .146 .085 .013 .160 .179 .236 .227 .200 . 155 .095 .035 .161
21〜 25 . 226 .281 .242 . 175 . 154 .030 . 185 .189. .232 . 196 . 139 . 127 .020 . 151
26 〜 30 .197 .248 . 146 .081 .013 .137 .146 . 190 .170 .083 .026 .123
31〜 35 . 175 .221 . 179 .065 . 160 . 184 .224 .073 0 .120
36 〜 40 .143 .056 0 .066 ** —
41〜 45 .111 0 .056 ♦♦ —

1

* * ) 例数が僅少のため省略（各 1仲)。

第 13表結婚年齢と出生数

妻 の - 結 婚 年 齢

11〜 15 16-20 21-25 26-30 31〜 35 36-40 41〜 45

結婚年龄 
別出生数

前
期 3,80 3 .86 3. 65 1.85 2. 35 0.66 0.33

直
期

2.00 3.11 2. 55 1. 96 1.60 - —

生• 涯 
出 産 力

7. 00 5 .00 4. 75 2. 66 2. 28 0 .75 0.33

pt
M 5. 00 5 .44 4. 44 2. 77 2.50 - —

7 ら(316)
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第 1 図 人 口 ，世帯 ，性比の変化
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第 2 図 出 生 率 . 死亡率 • 流入率，流出ギ
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木，湯舟沢村の人口統計 

第 3 図年齢階級別人ロ構成

A;
強

1675〜 1700 1k B :1731

/ ：\
r - 5 ；.......

. 15 し-.厂1
1 ■ ■ I * 1 1

15 10 5 0 ヌ/ 5 10 15 i5 10 5 0 ^  5 10 15

強

ン1761〜 1770 J

. / I \
...^

コ5 ^  , 
. ' ■ ■ 1......1 •*■----1

D ：1781-1790 /k ：̂
" パ

15 10 5 0%  5 10 15 15 10 5 Oj% 5 10 15

注 5 i友WHkも;fにYY分碑':でお示, 左が男-Y -, ィ,-か'女:/-をあらわす。

第 4 回 年 齢 の 3 区分による人口構成比率（# .齢1錄造係数）
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第 5 国世帯の規模別分布
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木曾湯舟沢村の人口統評

第 12図地位別有配偶率の変化
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第 13図年齢階級別出産率

出鹿率

妻のイ! 成）

第 14図生涯婦人出産力と結婚年齢別出生数  第 15図結嬉継続期間と出生数

ザ均出生数 ( 人） ■ 平均出生数 ( 人 )
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1

r都市化時代の開発政策J 論文要旨

. 伊 藤 唐 市

第 2 次大戦後における日本経済の特色の1 つは，急 

激なる都市化の進展である。現代における都市化は:^  

業化と手をたずさえて進行したものであり，それは日 

本列島の地域構造を大>1®に変え.，過密，過練'格差と 

いった問題をひき起こした。

この論文においては，まずこの構造変化をひき起こ 

した要因を向都性向の増大に求め，その主観的，客ぽ 

的耍因をたずね，都市の経済学的分析を行なっている。 

ついで，地域開発の政策理念を類型化し，地域格差， 

地域 |̂1積，地域間交流の実態を理論的•実証的に吟味 

し 若 干 の ファクト，ファインディングを行なゥた。 

たとえば，地域間所得格差は昭和36年ごろをピークと 

して，次第に縮小しており，生産性，生活水準，生活 

伽値観についても，平準化への傾向がみられることを 

検出している。

ついで地域開発の戦略としての公共投資や人間投資 

の意義を論じ，また地域開発政策の進行に対応して，

鹿業の再編成が進行していることを指摘し，とくに農 

業政策や中小企業政策にみられろ伝統‘的な手法を批判 

し最後に社会開発の必要性と国民生活の将来を展望 

している，

この論文で锁調したことは，中堅都市のま成である， 

昭和30年代の後半から，拠点性をもった地方中S i都市 

力；，次第に成長をとげてきているが，われわれは，東 

'海道メガロポリス形成のエネルギーを率直に認めた上 

で，束京メトP•ポリスめ北上ュネルギ一と，東海道メ 

ガロポリスの西進ュネルギ一を促進し拠点挫をもっ， 

た中墜都市をHf成すベしと主張した。中坠都市は三大 

都ホ圏からオーバー，フロ一する企業を受けいれると

ともに，過練地域の住民に職場と生活の場を用意する 

ことが望まれる。都市は経済的動機を満たすだけでな 

く，同時に人間的®/機を満たすものでなけれぱならな 

い，というのが, 以上の分析から得ちれた1つの姑論 

である。 ’

論文審查の要旨

本論文は， 日本経済の工業化とそれに平行する都市 

化の傾向を，とくに昭和30年以後の時期について観察 

する。ぽ察の中心は，都市化にともなう地域間の不均 

衡と格差，都市イ匕における過密と過琼という産業構造 

や社会構造の変化にある。この変化に対応していかな 

る立場から地域間の格差や不均衡および都市化にとも 

なう経済的 . 社会的な構造変化に対応、する政策を立て 

るぺきかを論じている。.

箸者の立場は，工業化と都市化を日本の経済発展の 

当然の方向とUて受取り，それが日本国民の経済生活 

のみならず，社会生活一般の福祉の向上にたいして貢 

献を意味すると認めている，.問題はこの工業化の急速 

な発展から生ずる経済主義の歪みが生じたこと,工業 

化が同時に社会的福祉の増進と並行するような政策上 

の用意を仏うに!十分でなかったことにちると指摘して 

ぃろ。

著者によれば，経済成長は必ず不均衡発展を内容と 

するものである力S 長期的には，不均南を克服しセ， 

より高次の工業化へと発展し福祉国家へ前進しうる 

ものと想定されている。.

この前進は，いわゆる自由放任の政策と合鼓するも 

のではなく，発辰過殺において発生する不均衡や経済 

外的不利益をとりのおくために，さまざまな国家的活 

動を必耍としている。しかし，発展の主体は個々の個 

入あるいはその全体とUての国民の側にあるのであっ 

て，，政府あるいは国家権力の側にあるのではない。

著者は，経済発展から崩壊を不可避とする運命論者 

ではなく, また国家推力による計画的配置を信じる国 

家万能論者でもない，さらにまた，その場その場の欠 

陥をとりつくろう一時的な修正主義者でもないし，邸 

得利益の温存を説く保護主義者でもなぃ。発展の嚴斯 

的予想を立てながら， t t 画的改戾の効梁を信ずる自til 

主義者であるといってよいでかろう。

著者は，日本の地域開発の間題に久しく取組んでぎ 

ているし本論文の主耍部分もそれに充でられている 

ゼ、、著者の構想は，全#としての日本経済の成長に件 

う日本福祉国家論にちるといってよいでちろう，
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